今後の高校教育改革のすすめ方に関する声明

～本日の定例教育委員会の結果をうけて～
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長野県高等学校教職員組合

　

本日開催された第861回長野県教育委員会定例会で、今後の高校再編のすすめ方に関する方針が決定されました。私たちは、県民の理解が得られなかった「凍結」された「実施計画」を「いったん取り下げ」たことを評価します。そして今回示された「基準」が、以前より明確であり新しい話し合いの土俵となるものであることを理解した上で、公立高校76校という数合わせの高校再編には反対し、2010（平成22）年度から実施するということにこだわらず、学校現場に十分な検討と議論を保障することを求めてここに「声明」を発表します。

新しい「基準」を使って公立高校を76校に近づけるような数合わせの高校再編には反対します

　高等学校改革プランの「最終報告」を基本とすることで、公立高校を76校に近づけるような高校再編には断固反対します。「最終報告」では、１学年5.5学級という根拠のない数値をもとにして公立高校の総数を76校としました。このような数合わせのやり方が混乱と反発を招き、癒すことのできない傷や県教委に対する不信が現在にいたるまで解消されていないことを忘れてはなりません。

　高校の総数は、長野県の高校教育全体のグランドデザインと、各地域に求められる個性的で魅力ある学校の姿を検討する中から導き出されてくるものです。数合わせは、高校教育改革の議論をゆがめます。

2010（平成22）年度実施にこだわらず、学校現場に十分な検討期間を与えるべきです

　2007年４月から発足した高校でも、たった１年間という準備期間は不十分なものでした。通常の教育活動に従事しながら新高校の開設準備をすすめることは、甚大な負担を学校現場に与えました。担当職員の超過勤務は放置され、健康を害するものもでてきました。もう少し検討期間があれば、新しい学校の姿や教育の中身に関する十分な共通理解のもとに、全教職員が確信を持って４月を迎えることができたはずです。現在でも事前の想定を超える事態が生じており、乗り越えなければならない課題は山積しています。

学校現場における主体的で責任ある議論を保障し、理解や納得を得る手続きは不可欠です。教職員が新しい学校づくりの主体にならずして、「魅力ある高校」などできません。その意味で「教育関係者」から学校現場の教職員を排除し、校長会の意見を聞いて「再編計画の骨子」を作成することは大問題です。

高校の生き残り競争を加速させるような「魅力づくり」の議論をすすめてはいけません

　高校の生き残りのための「魅力づくり」競争が激化することが予測されます。統合だけでなく廃校に至る基準まで示されたことにより、その地域に求められる教育を地域とともに歩み具体化していく議論ではなく、「生き残り」のための「魅力づくり」の議論に終始してしまうことが懸念されます。「県立高校は県民の財産」です。お仕着せの「新しい魅力」に飛びつくことなく、今まで培ってきた教育財産に確信を持って、子どもたちを育てる高校教育を新たに創造していくことが必要です。

　その意味では、私学教育のあり方もともに含めて考えるべきです。私学と県立が生徒集め競争に走ることは、自由な学校選択という名のもとで子どもたちを受験競争の渦の中に巻き込むことになります。

「凍結」されていない「実施計画」をそのまますすめることには反対します

　たとえば飯山地区について、将来飯山高校に統合していくという「実施計画」は、地域の支持を得られているとは考えられません。この課題は、飯山市だけでなく地域４市町村全体の問題ですから、次の段階の統合については地域の関係者の議論にゆだね、もう少し時間をかけて検討すべきです。

　飯田地区の統合案は、工業高校に商業科を移して学科の専門性が活かせるのか、第９区全体で商業科が１学級になってしまっていいのかとの懸念もあり、地域合意にいたる課題が残っています。新校の施設設備が、学校現場の要求どおりに整備される必要があります。

　上伊那農業高校定時制は、上伊那地区で最も多い入学者を迎えているだけでなく、該当定時制の同窓会・ＰＴＡ・生徒・教職員から存続を求める強い意見がだされています。来年度から募集停止にして箕輪工業高校に統合する案は、全く道理がなく直ちに撤回すべきです。

多部制・単位制高校を設置し、定時制・通信制高校を統廃合することには反対します

　「最終報告」は、多部制・単位制高校の設置と定時制・通信制高校の統合をセットで考えています。しかしながら多部制・単位制高校は、定時制・通信制高校が現在果たしている役割を担うことはできないものであり、端的にいって定時制・通信制つぶしの手段として全国的に利用されているものです。加えて、４月に発足した松本筑摩高校と来年４月に発足する箕輪工業高校の実績・実態を検証する必要があり、この時期に設置を決定することには反対します。

今回「魅力と活力ある高校づくり」をすすめるとして「活力」という言葉を追加しました。小規模校を「活力がない」と一方的に決めつけ、統合の対象とすべきだと考えているとしたら大問題です。定時制・通信制に通う生徒の教育の機会を保障することを最優先させるべきです。

　高校教育改革の混乱は、県教委が学校現場や地域の声を無視し暴走をし続けてきたことにあります。県教委は、長野県教育の理念やグランドデザインを積極的に提起し、県民的な議論をリードしまとめあげる責務をおっています。私たちも、県民や地域の皆さん、高校生とともにその議論の輪の中に積極的に加わり、長野県の高校教育のいっそうの充実のために奮闘したいと考えています。

